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基本方針Ⅵ 評 価

安全・安心な学校づくり ○

評 価
１ 学校施設の耐震対策の推進

B

目指すもの

児童生徒の安全を守り、安心して学べる教育環境を確保するとともに、

災害発生時における地域住民の避難所となるよう、校舎や体育館の耐震対

策を進めます。

〔ここに注目！！〕

・県立学校の耐震化率が98.8％にアップ

展 ① 県立学校施設の耐震対策の推進

開 ○ 県立学校施設の耐震対策を行い、安全な教育環境を確保する。

方 ② 市町村立小・中学校施設の耐震対策の促進

向 ○ 市町村立学校施設の耐震対策が促進されるよう働きかけを行い、安

全な教育環境を確保する。

１ 県立施設の建物の耐震化等の状況

執 (1) 改築及び大規模・耐震改修

行 老朽校舎や耐震性能を満たさない校舎について、改築及び大規模改

の 修等を行った。

状 ・耐震改修 （大規模改修を含む） 18校19棟実施

況 ・大規模改修（耐震改修を含まない） ９校11棟実施

・改築 新潟商業：平成26年度着手

平成28年度校舎棟完成予定

(2) 非構造部材等の耐震対策

・天井等非構造部材の落下防止対策

体育館天井等の落下防止対策が必要な36施設のうち２施設の対策工

事を行った。

天井落下防止対策対象施設：天井高６ｍ超又は水平投影面積200㎡超（国基準）
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・外壁の老朽化対策

県立学校施設で一定の要件に該当し老朽化した建物について、専門

業者による外壁打診検査を実施し、必要な補修等を行った。

38校57棟実施（平成27年度以降も実施予定）

２ 市町村立学校の整備状況

(1) 校舎・屋内運動場の改築や大規模改修等を実施。

・大規模改修及び耐震改修 131校

・改築 18校

・給食施設（給食センター含む） ８校

・学校体育施設（プール・武道場） 10校

(2) 県の取組状況

国等からの各種情報を市町村に提供するとともに、建物の耐震化及

び天井等非構造部材における落下防止対策の促進について、働きかけ

を行った。

【成果】◇ 新潟県耐震改修促進計画（以下、「県計画」という）に基づ

評 き、平成27年度末完了を目途に順調に進んでいる。

価

◇ 県内市町村立学校の耐震化率が年々向上している。

【課題】◇ 県計画の対象外の比較的小規模な施設についても、速やかに

耐震化の完了を図る必要がある。

◇ 市町村によって耐震化の取組状況に差がある。

今 ○ 県立学校施設のうち、県計画の対象となる建物で耐震化が完了してい

後 ない残り４棟については、平成27年度末までに耐震化を完了する。また、

の 比較的小規模な施設についても計画的な耐震化を図る。

対 ○ 天井等非構造部材についても落下防止対策を推進する。

応 ○ 耐震化の取組が遅れている市町村に対し、できる限り早期に建物の耐

震化及び天井等非構造部材における落下防止対策が完了するよう、引き

続き働きかけを行う。

H24 H25 H26

94.8% 98.2% 98.8% 100%

県立学校の耐震化率
（県計画に基づく建物）

※県計画の対象施設：３階以上かつ1,000㎡以上（特別支援学校は、２階かつ1,000㎡以上）

実績値（各年度末現在）
目標値

公立学校施設の耐震改修状況調査（各年度末現在）

公立小・中学校 83.1% (84.8%) 87.6% (88.9%) 93.5% (92.5%) 96.1% (95.6%)

（）内は全国平均耐震化率

H26H25H24H23
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評 価
２ 安全・安心な環境づくりと防災教育等の推進

B

目指すもの

学校、家庭、地域が連携した安全点検や見守り体制の整備など、児童生

徒のけがや事故を防止するため、安全・安心な環境づくりを推進します。

児童生徒が自らの行動や身の回りに存在する様々な危険を認識し、自ら

の命を守り、安全に行動する態度を育成するため、防災や交通安全等に関

する教育を推進します。

〔ここに注目！！〕

・「新潟県防災教育プログラム」を活用した防災教育が全県でスタート

展 ① 安全・安心な環境づくり

開 ○ 全職員による児童生徒の多様な行動を想定した日常的な安全点検を

方 確実に実施する。

向 ○ 地域の関係機関や家庭と連携した通学路の安全点検や見守り活動等、

児童生徒の安全を確保するための取組を推進する。

○ 学校の立地条件に即した学校防災計画の見直しと改善を促進し、家

庭や地域と連携した防災体制の充実を図るための取組を推進する。

執 １ 学校保健・給食管理運営研修会 ５会場 管理職596人

行 ・事故事例と安全点検の留意点を周知

の ・学校防災計画の見直し、家庭や地域と連携した防災体制の充実を要請

状 ２ 通学路の緊急合同点検に基づく対策の実施

況 ・危険箇所について対策を実施 H26予定26箇所中13箇所実施

【成果】◇ 学校安全計画に安全点検を位置付け計画的に実施：100％

評

【課題】◇ 不審者事案の件数は減少しているものの、依然として発生し

価 ている。 H25 39件 → H26 37件

◇ 危険箇所の対策を予定どおり実施することができなかった。

今 ○ 通学路における不審者が後を絶たないことから、児童生徒の見守り体

後 制、不審者情報の提供等の取組を強化していく。

の ○ 警察や道路管理者とより一層の連携を図り、通学路の安全確保のため

対 の推進体制を構築する等、着実で効果的な取組を推進する。

応 ○ 緊急合同点検に基づく危険箇所の対策を着実に実施する。
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展 ② 新潟県防災教育プログラムを活用した防災教育の推進

開 ○ 「新潟県防災教育プログラム」を活用した防災教育を教育活動全体

方 を通じて確実に実施する。

向

１ 学校保健・給食管理運営研修会 ５会場 管理職等596人

執 ５つの「自然災害編」を活用した防災教育の充実の必要性について周

行 知した。

の ２ 学校安全教室推進事業

状 防災教育の意義、学校防災計画の見直し、新潟県防災教育プログラム

況 の活用等について、講義、演習をとおして理解を深めた。

・小・中学校学校安全教育指導者研修会 ４会場 93人

・高等学校学校安全教育指導者研修会 １会場 50人

・学校安全教室指導者研修会 ３会場 82人

【成果】◇ ５つの自然災害編を活用した防災教育が進んでいる。

評 ＜防災教育プログラムの活用率＞ （％）

価

【課題】◇ プログラムの活用は進んでいるものの、一部の災害編では

60％台にとどまっている。

◇ 防災教育を実践するための時数を確保するために、関連教科

等の教育内容との関連を図った計画的な取組が必要である。

＜防災教育をする上での課題（＊複数回答）＞

＊表・グラフいずれもH26 防災教育の推進に関する取組状況調査より

今 ○ ５つの自然災害編を活用した防災教育を県内すべての小・中学校で展

後 開していく。

の ○ 防災教育の時間の確保に向けて、先進的な活用事例を紹介するなどの

対 取組を進めていく。

応 ○ 防災教育を確実に実施するために、中越防災安全推進機構等と連携を

図りながら情報提供等の支援を行う。
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時間の確保 指導力 教材・資料 その他

小学校 中学校（％）

津波 地震 洪水 土砂　 雪 平均

小学校 88.7 90.4 80.9 76.4 78.3 82.9

中学校 80.3 83.6 65.2 57.5 57.1 68.7

平均 84.5 87.0 73.0 67.0 67.7 75.8
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展 ③ 交通安全教育の推進

開 ○ 児童生徒の発達段階に応じた交通安全教育を推進し、交通事故防止

方 を図る。

法

１ 交通安全指導について

執 (1) 小・中学校学校安全教育指導者研修会 ４会場、93人

行 ・県内及び各教育事務所管内の児童生徒の交通事故発生状況と事故事

の 例に基づく交通事故防止策を指導

状 (2) 高等学校学校安全教育指導者研修会 １会場、50人

況 ・県警察等による自転車安全走行指導

・県内の高校生の交通事故発生状況と事故事例に基づく交通事故防止

策を指導

・各学校における交通事故防止策の実践例の紹介及び情報交換

(3) 高校生二輪車運転免許取得者対象の二輪車（原付バイク）安全実技

講習会の実施 実施94回、66校、1,761人

２ 交通安全教室の実施状況について

（平成26年県警察における自転車教室実施状況：県警察調べ）

・小 学 校434校（87.7％） ・中学校136校（56.9％）

・高等学校 78校（70.3％）

【成果】◇ 交通事故発生件数、負傷者数及び発生率は減少している。

評 ＜校種別交通事故発生件数推移＞ ＜児童生徒の交通事故発生状況＞

価

【課題】◇ 交通事故発生件数・負傷者数は減少したものの、依然として

400件を越える交通事故が発生し、死亡事故も３件発生している。

今 ○ 県警察等と連携した交通安全教室を開催するなど、学校における児童

後 生徒の交通安全教育を引き続き推進する。

の 〇 県警察及び新潟県指定自動車教習所協会と連携した講習会を実施する

対 など、高等学校における原付バイクの安全教育を引き続き推進する。

応 ○ 平成27年６月１日施行の道路交通法の改正について、県警察と連携し

た自転車安全講習会等の実施により、周知徹底する。
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中学生

高校生

H23 H24 H25 H26

発生件数（件） 802 707 623 461

死者数(人） 3 3 5 3

負傷者数（人） 836 724 636 472

児童生徒1,000人当

たりの発生率（‰）
3.1 2.8 2.5 1.9

※30日以内死者含む
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評 価
３ 信頼される学校をつくる生徒指導体制の充実

B
（１）いじめへの対応

目指すもの

新潟県いじめ防止基本方針に基づき、いじめの未然防止や早期発見・即
時対応を図るための体制づくりを進め、安全・安心な学校を目指します。

〔ここに注目！！〕

・すべての公立学校で「学校いじめ防止基本方針」を策定

展 ① いじめ防止対策推進法に基づく取組

開 ○ 「新潟県いじめ問題対策連絡協議会」及び「新潟県いじめ防止対策

方 等に関する委員会」の効果的な運用に努める。

向 ○ 各学校が策定した「学校いじめ防止基本方針」の効果的な運用につ

いて、研修や訪問等を通じて指導と支援に努める。

１ 「新潟県いじめ問題対策連絡協議会」（５月、２月）の開催

執 ・構成する関係機関等が参集し、会議を開催した。

行 ２ 「新潟県いじめ防止対策等に関する委員会」（８月、２月）の開催

の ・条例に基づいて委員を委嘱し、委員会を立ち上げた。

状 ３ 「学校いじめ防止基本方針」の策定状況

況 ・市町村教育委員会及び学校に対し、説明会等で策定を促した。

【成果】◇ 県におけるいじめ防止対策のための組織を設置し、関係機関

評 との円滑な連携、いじめ防止等に関する調査の体制を整えた。

◇ すべての公立小・中・特別支援学校・中等教育学校・高等学

価 校で「学校いじめ防止基本方針」が策定された。

【課題】◇ いじめ防止対策のための組織で効果的な取組が展開できるよ

う、会議を有効活用する必要がある。

◇ すべての学校で方針が策定されているが、実効性のある取組

が必要である。

今 ○ 連絡協議会においては、関係機関が共通のテーマで取組を行うなど、

後 連携を一層深めた取組を推進する。

の ○ 「学校いじめ防止基本方針」の適切な運用及び点検、見直し・改善に

対 ついて、各種会議や研修会等を通じて学校への指導と支援に努める。

応
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展 ② 学校の取組支援

開 ○ 学校の「いじめ見逃しゼロスクール」の取組を支援する。

方 ○ 実践的な研修を開催し、教職員の指導力向上に努める。

向 ③ 相談体制の充実

○ 新潟県いじめ相談電話や悩み事相談テレフォンの設置により、いじ

め問題等に悩む児童生徒や保護者の相談に応じる体制を整備する。

○ 電話相談窓口紹介カードや、各種相談電話を記載したリーフレット

を児童生徒に配付し、相談窓口の周知に努める。

１ 学校の取組支援

執 (1) 「いじめ見逃しゼロスクール」の取組への支援

行 ・実践事例集等をすべての公立義務教育諸学校に配付し、実践例及び

の 取組方法を周知

状 (2) 「高等学校生徒指導連絡協議会」の開催

況 ・県立高等学校、中等教育学校等の生徒指導主事を対象に、「いじめ

防止のための取組」について研修を実施

(3) いじめ問題対応力向上研修会の実施（県内３地区）

目的：いじめの現状と課題について知り、その対策について話し

合うことをとおし、いじめの未然防止・早期発見・問題解

決へ向けての対応力の向上を図る。

対象：幼・小・中・高の教員

(4) いじめの解消率

※児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査より

２ 相談体制の充実

(1) 新潟県いじめ相談電話・悩み事相談テレフォン

・新潟県いじめ相談電話の相談件数859件（H25：781件）

・悩み事相談テレフォンの相談件数855件（H25：922件）

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

H25 440 76.4 110 19.1 26 4.5 0 0.0

H24 644 89.6 62 8.7 8 1.1 5 0.6

H25 534 74.9 147 20.6 27 3.8 5 0.7

H24 535 76.6 133 19.1 27 3.9 3 0.4

H25 2 33.3 4 66.7 0 0.0 0 0.0

H24 8 72.7 3 27.3 0 0.0 0 0.0

H25 78 82.0 9 9.5 7 7.4 1 1.1

H24 131 92.9 7 5.0 2 1.4 1 0.7

その他（転学等）

小学校

中学校

特別支援
学校

高等学校

解消 一定の解消 取組（指導継続）中
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(2) 電話相談窓口の周知

・「電話相談窓口紹介カード」52,200枚を作成し、小学校１年生・４

年生、中学校１年生及び保護者に配付

・各種相談電話を記載したリーフレット(電子版)を作成し、公立義務

教育諸学校に電子メールで配信

・高校生が抱える様々な心の悩み等に対応する「相談窓口啓発カード」

を作成し、すべての高校生に配付

【成果】◇ これまで中学校対象に実施していた「ネットいじめ防止啓発

セミナー」を小学校の教員にも拡充し、県内８会場で実施した。
評

◇ 相談電話の内容には、早期に対応を行う必要性のある事案が

15件あり、迅速な情報提供により未然防止につながり、問題の
価

深刻化を防いだ。

◇ 周知カード配付の取組等により、新潟県いじめ相談電話の利

用者が増加し、相談件数が前年度より78件増加した。

【課題】◇ 小学校においては、認知件数（Ｐ27参照）は大幅に減少した

が、解消率は前年度を下回る結果となっている。

◇ 家庭や地域と連携して様々な人や地域と絆を深めていく活動

を、今後も推進する必要がある。

◇ 校内におけるいじめの相談・通報窓口についての周知を図っ

た小学校が66.8％、中学校が75.1％であり、一層の周知に努め

る必要がある。

○ いじめ問題対応力向上研修会等をとおして、いじめの積極的な認知に
今

努めることへの教職員の意識を継続して高めていく。また、「いじめ見
後

逃しゼロ県民運動」の推進をとおして、学校・家庭・地域における「い
の

じめを見逃さない、許さない」意識の共有を一層図っていく。
対

○ 「学校いじめ防止基本方針」に基づき、家庭や地域と連携した取組等
応

が各学校で推進されるよう、先進校の実践事例等を参考にした取組を促

していく。

○ 「学校いじめ防止基本方針」を保護者・地域へ周知する際や、「相談

窓口紹介カード」等を配付する際に、自校の相談・通報窓口も併せて周

知するように通知等により学校の取組を促す。

【電話相談窓口照会カード】
【相談窓口啓発カード】
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（２）不登校への対応

目指すもの

児童生徒一人一人の状況を早期・適確に把握して組織的な対応ができる

よう、サポート体制の充実に努め、不登校を生まない学校づくりを目指し

ます。

〔ここに注目！！〕

・小・中学校ともに、不登校の発生率が悪化

展 ① 新たな不登校を生まない学校づくり

開 ○ 「中１ギャップ解消プログラム自校プラン」に基づく小・中連携の

方 取組を推進する。

向 ○ 「子どもとともに１・２・３運動」を推進する。

○ 高等学校入学時の適応指導を推進する。

② サポート体制の充実

〇 生徒や保護者の悩みの軽減や問題の解消のため、小・中学校にハー

トフル相談員やスクールカウンセラーを配置・派遣し、相談体制の充

実に努める。

○ 高等学校において、生徒の悩みや問題を学校が早期に発見、適切に

対応するよう、専門相談員の配置など相談や指導体制の充実を図る。

１ 新たな不登校を生まない学校づくり

執 ・「いじめ見逃しゼロスクール研修」における不登校の未然防止に関す

行 る研修の実施 公立小・中学校教員対象 ６月に８会場で実施

の ・「中１ギャップ解消プログラム自校プラン」に基づく特色ある取組を

状 実践事例集で紹介

況 ・｢スクールライフサポートブック｣を高校１年生（中等４年生）に配布

２ サポート体制の充実

・小学校からの要請に応じてカウンセラーを派遣する「カウンセラー学

校派遣事業」の拡充 H25 940回 → H26 950回

・ハートフル相談員配置校12校を除く中学校・中等教育学校168校にスク

ールカウンセラーを配置 市町村立中学校 年間34週238時間

県立中学・中等教育学校 年間31週124時間

・スクールソーシャルワーカーを上・中・下越の教育事務所に配置・訪問

上越：１人 471回 中越：２人 410回 下越：１人 119回

・高等学校における教員の加配等

生徒指導加配教諭 ７校、単位制高校活性化相談員 ６校

養護教諭の通年複数配置 11校、養護教諭の繁忙期複数配置 36校

・高等学校における家庭訪問の取組 2,431回 訪問教員延3,072人
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【成果】◇ 「子どもとともに１・２・３運動」＊の実施により、欠席初

評 期の対応が確実になされるようになった。

＜「子どもとともに１・２・３運動」など保護者と連携した欠席初期の対応

価 に当たった学校＞

小学校 H25 94.4％ → H26 95.5％

中学校 H25 94.8％ → H26 96.0％

◇ 中１ギャップ解消に向け、小・中学校間や小学校間での連携

が進んだ。

＜小・中学校間又は小学校間で連携した取組を実施した学校＞

小学校 H25 91.8％ → H26 92.3％

中学校 H25 89.7％ → H26 90.8％

※いずれもH26県小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

◇ 不登校生徒への指導の結果、継続的に登校できるようになっ

た生徒が増加した。

＜登校できるようになった生徒（中学校）＞

H25 737人（44.0％） → H26 802人（47.9％）

※H26児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査より

【課題】◇ 平成26年度の不登校の発生率は、小・中学校とも前年度より

増加している。

H24 H25 H26

公立小学校 不登校児童数（人） 343 403 435
発生率（％） 0.29 0.34 0.38

公立中学校（中等教育 不登校児童数（人） 1,639 1,676 1,673
校前期課程を含む） 発生率（％） 2.54 2.64 2.68

公立高等学校（中等教 不登校生徒数（人） 831 917 910
育学校後期課程を含む） 発生率（％） 1.56 1.79 1.79

※H26 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査より

＊「子どもとともに１・２・３運動」

欠席３日目までに行う全教職員による組織的な初期対応

１日目 欠席家庭に連絡し、保護者又は本人から状況を聴く。

２日目 児童生徒の具体的な状況を電話等により把握する。

３日目 家庭訪問を実施し、保護者又は本人と面談する。

今 ○ 「いじめ見逃しゼロスクール研修」や総合支援チームによる学校訪問

後 をとおして、小・中学校間や小学校間の連携推進が図られるよう指導・

の 助言を行う。

対 ○ 「子どもとともに１・２・３運動」のリーフレットを配布し、改めて

応 運動の周知徹底を図る。

○ 引き続き高校１年生に対する適応指導を推進する。

○ 高等学校入学以前の不登校経験がある事例や、福祉面等からの働きか

けが必要な事例に対し、生徒の個々のケースに応じてきめ細かく対応す

るため、中学校や外部の関係機関との連携を推進する。
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（３）非行・暴力行為等への対応

目指すもの

安心で信頼される学校づくりのために、非行・暴力行為等の未然防止、

早期発見・即時対応の取組と、学校、家庭、地域、関係機関等の連携を推

進し、生徒指導体制の充実を図ります。

〔ここに注目！！〕

・「薬物乱用防止教室」の実施率が、引き続き高い水準を維持

展 ① 未然防止、早期発見・即時対応の取組の充実
開 ○ 非行・暴力行為の未然防止、早期発見・即時対応のために、生徒指

方 導の取組の点検、見直し、改善を継続し、生徒指導体制の強化を図る。

向 ② 学校、家庭、地域、関係機関等の連携の推進
○ 児童生徒の健全育成を図るために、学校、家庭、地域、関係機関等

が一体となった行動連携を推進する。

１ 未然防止、早期発見・即時対応の取組の充実

(1) 国の調査に基づく生徒指導上の諸問題の現状と取組の周知執
・適切な対応のポイントを示した冊子を県内全小中学校に配付行

(2) 総合支援チーム学校訪問による生徒指導体制の強化の
・未然防止、早期発見・即時対応の取組を支援する指導主事の派遣状

計画訪問70回、市町村訪問４回、緊急訪問等７回、計81回況
(3) 生活指導のためのスクールライフサポートブックの配付

２ 学校、家庭、地域、関係機関等の連携の推進

(1) 全県サポートチーム連絡協議会の実施

・市町村教育委員会生徒指導担当指導主事等を対象に、大学教授等に

よる講義、担当指導主事による行政説明、市町村教育委員会の実践

発表等を年間３回実施

(2) スクールソーシャルワーカー(ＳＳＷ)活用事業の推進

・各教育事務所に４人配置（上越１、中越２、下越１）

・計画訪問93回、要請訪問785回、緊急訪問等218回、計1,096回

派遣状況：計画訪問、要請訪問等、総計1,151件
(3) 庁内学校警察連絡協議会の実施

・県警察本部、庁内関係各課等が参集し、情報交換を実施

３ 薬物や性に関する教育の推進

(1) 薬物乱用防止教育指導者研修会

・管理職に対し、薬物乱用防止教室の必要性と積極的な実施を指導

(2) 性に関する指導研修会

(3) 性に関する指導の授業づくり講座

４ 高校生のメンタルヘルスの推進

高等学校における相談支援の在り方について検討を行い、教職員が高

校生の相談支援を行うための「こころの相談ハンドブック（高等学校編）」

を作成し、県立高等学校へ配布した。
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件数

【成果】◇ 問題行動解消加配校８校を対象に、総合支援チーム学校訪問

評 を実施した。校内体制の充実、職員の合意形成等を指導し、そ

の訪問校の暴力行為関係の事故報告総数が、平成25年度の20件

価 から平成26年度は６件に減少した。

◇ ＳＳＷの小中学校及び市町村教育委員会等からの派遣要請は

平成26年度1,096件となり、平成25年度の651件から増加した。

◇ 「薬物乱用防止教室」の小学校の実施率が向上し、中学校、

高等学校においても、引き続き高い水準を維持している。

【課題】◇ 平成25年度問題行動等調査によれば、小学校における暴力行

為発生件数が大きく増加した。

小学校からの生徒指導の強化が急務である。

◇ 平成26年度全国学力・学習状況調査によれば、新潟県の小学

６年生の携帯電話等の所持率は43.9％で、平成24年度以降毎年

10％程度ずつ増加している。

インターネットに接続できる環境が、低い年齢層にも広がっ

ており、小学校からのネット上の安全教育や保護者の啓発が一

層必要である。

今 ○ 小学校における生徒指導の取組や校内体制を改善し、関係機関との連

後 携や円滑な接続を意図した中学校区での一貫した取組を進める。

の ○ 教育相談体制の充実と福祉等の関係機関との連携に向けて、ＳＳＷを

対 効果的に活用し、学校と行政の組織的な体制づくりを推進し、子どもの

応 抱える様々な問題に対応する。

○ インターネット等を通じた危険ドラッグの販売・乱用等の違法・有害

情報の危険性と、トラブルに巻き込まれないための啓発活動を推進する。

＜本県の暴力行為発生件数＞

（ ）〈薬物乱用防止教室実施状況：新潟市を除く〉 %

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

小 学 校 50.6 57.4 61.2

中 学 校 94.3 96.6 94.8

高等学校 100.0 100.0 98.8

77
37

87 58
118

886
839

757 654
686

127 104 95 107 94

1090
980 939

819 898

0

200

400

600

800

1000

1200

H21 H22 H23 H24 H25

小学校 中学校 高等学校 小・中・高合計

H25 児童生徒の問題行動等生徒指導の諸問題に関する調査より
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（４）中途退学への対応

目指すもの

課題を抱える生徒一人一人に対する学習支援や、教育相談等きめ細かな

支援などにより、中途退学の未然防止を図ります。

〔ここに注目！！〕

・中途退学率が1.1％となり５年間で0.3ポイント低下

展 ① 魅力的で活力ある学校・学科づくりの推進

開 ○ 多様な個性や適性を持つ生徒一人一人が、生き生きとした学校生活

方 を送れるよう、魅力と活力のある学校・学科づくりを推進する。

向 ② 中学校との連携及び入学者選抜制度の改善

○ 中学生が、目的意識を持って適切に学校選択できるよう、体験入学

の実施など、中学校と連携した取組を推進する。

○ 生徒の能力、適性等を多面的にとらえる入学者選抜を実施する。

③ 新１年生に対する適応指導

○ 高校１年生が、高等学校の生活に早期に適応できるよう、「スクー

ルライフサポートブック」を配付し、活用を図る。

④ 中途退学者の多い高等学校への支援

○ 研修会等を通じ指導方法の工夫・改善など、学習面の支援を進める。

○ 生徒の悩みや問題を学校が早期に発見し、適切に解決できるよう、

相談・指導体制の充実を図る。

１ 新１年生に対する適応指導

執 ・スクールライフサポートブック

行 ４月 平成26年度版各校に配付 計 19,800冊

の ７月 活用状況アンケート実施（全１年生の約15％、全１年学級担任）

状 ９月～２月 次年度版作成編集委員会（４回）

況 ２ 中途退学者の多い高等学校への支援

(1) 高等学校生徒指導連絡協議会（５月）

いじめによる不登校や中途退学の防止に向けた研究協議

(2) 相談・指導体制

・単位制高校活性化相談員を、単位制による定時制高校６校に引き続

き配置

・臨床心理士を特別支援教育支援員として県内５地域５校に配置し、

要請に応じて、他校にも派遣【再掲】

３ 魅力ある学校づくり

・オンリーワンスクール・ステップアップ事業 実施校 19校
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４ 中学校との連携及び入学者選抜制度の改善

(1) 新しい入学者選抜制度

平成27年度入学者選抜から、一般選抜において、各学校ごとに面接

やＰＲシート、筆答検査などの学校独自検査を実施できるようにした。

また、スポーツ活動、文化活動、科学分野の活動等で秀でた実績が

あり、各高等学校の特色ある教育推進の中心的役割を果たすことが期

待される生徒を選抜できるよう、特色化選抜を導入した。

(2) 体験入学

各高等学校の特色や教育内容について理解を深めるため、中学生を

対象に全ての県立高等学校で実施

＜中途退学者及び中退率の推移＞

評

価

※平成25年度の全国中途退学率は、国公私立が含まれた値である。

【成果】◇ スクールライフサポートブック活用状況アンケートで、役立

つ内容であると回答した教員が70％、生徒が83％であり、内容

について評価を得ている。

◇ 中途退学者数、中途退学率ともに減少傾向が続いており、全

国平均値と比較して低い水準を維持している。

◇ 中学校・高等学校連携進路指導協議会の対象を保護者にも拡

大して開催することで、中学校の教員、生徒及び保護者に対し、

新制度による入学者選抜等について、周知することができた。

◇ 新制度による入学者選抜を円滑に実施することができた。

【課題】◇ スクールライフサポートブックは、ＨＲ等でほとんど活用し

なかった学級担任が41％という結果となっており、積極的な活

用が課題である。

◇ １年生の中途退学者が多いことから、中学生が複数の高校の

体験入学に参加できるように、実施回数を増やすとともに、そ

の内容を充実する必要がある。

今 ○ 分かりやすい授業の工夫や生徒面談による生徒理解、家庭との連携等

後 をとおして、中途退学防止の取組を進める。

の ○ 新しい入学者選抜制度の検証を進めるとともに、制度についてのさら

対 なる周知を図る。

応

年度 H22 H23 H24 H25 H26（速報値）

中途退学者数 774人 640人 636人 571人 564人

本県中途退学率 1.4% 1.2% 1.2% 1.1% 1.1%

全国中途退学率 1.6% 1.6% 1.5% 1.5%
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評 価
４ 児童生徒や保護者の信頼に応える教職員の資質能力の向上

B

目指すもの

本県の学校教育における諸課題に対応するため、人格、能力、社会性と

もに優れた教員を確保するとともに、すべての教職員の資質能力の向上を

図ります。

より充実した教育活動を展開できるよう、教職員の健康づくりを推進し

ます。

〔ここに注目！！〕

・「第２次多忙化解消アクションプラン」の本格実施

展 ① 教職員の資質能力の向上

開 ○ 教職員としてふさわしい資質能力を維持、向上させていくとともに、

方 よりよい教育への意欲を高める取組を進める。

向

１ 地域枠や特別支援枠なども考慮した計画的な採用及び教員養成を行う

執 県内大学との連携の状況

行 (1) 平成27年度新潟県公立学校教員採用選考検査

の ・第１次検査 ７月６日 （７月29日 検査結果通知）

状 ・第２次検査 ８月21～24日 （９月30日 登録通知）

況 ・受験者数・採用者数等 ( )は平成26年度の数

受検者数 第１次検査合格者数 採用者数

小学校教諭 617(616) 405(284) 197(151)

中学校教諭 783(808) 165(214) 70 (85)

高等学校教諭 580(586) 144(138) 47 (51)

特別支援学校教諭 82 (87) 32 (36) 15 (15)

養護教諭 188(151) 80 (75) 40 (30)

栄養教諭 50 (38) 8 (7) 1 (2)

・身体障害者特別選考 出願者３人、採用者なし

・地域枠(魚沼地域限定採用）での採用者数 ６人

(2) 県内大学との連携会議実施回数

・教員養成や教職大学院等の在り方を検討するための会議実施回数

新潟大学 ８回 上越教育大学 ３回
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２ 懲 戒

執 (1) 非違行為を行った教職員に対して次のとおり懲戒処分を行った。

行

の

状

況

※新潟市教委が任命権を持つ県費負担教職員の処分件数を含まない。

(2) 非違行為根絶に向けた取組を以下のとおり行った。

・定期的に通知を発出し、服務規律の確保に関する注意喚起を実施

・研修会及び管理主事の学校訪問時における管理職員等に対する指導

・体罰の実態調査の実施及び再発防止の徹底

３ 基本研修と専門研修の拡充

(1) 基本研修の充実

・一部の研修で佐渡地区会場を設置するなど、受講者のニーズに対応

(2) 専門研修の拡充

・いじめ問題対応力向上研修の実施

・ＩＣＴに係る３研修を新設

４ 国や県の施策を踏まえた課題に対応する研修の取組

(1) 特別支援教育関連など受講者のニーズの高い研修の受講定員を拡大

(2) 上越教育大学と連携してミドルリーダー養成研修を実施

(3) 独立行政法人教員研修センターの教員研修モデルカリキュラム開発

プログラムでＩＣＴ指導者養成を実施

５ 教員免許状更新講習の充実

各大学等と県教委で、免許状更新講習の充実に向け、国の制度改正へ

の対応を含め協議を行った。

６ 適切な教職員評価の実施、表彰制度の見直し及び派遣研修の拡充

・管理職等に対する評価研修会の実施 ５会場

・県優秀教職員表彰実施要領の一部改正 ＊原則50歳未満を追加記載

＜県立中学、高校、中等教育学校＞ ＜公立小・中、特別支援学校＞

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等 1 1 交通事故等 5 1 2 8

体罰 2 2 体罰 0
性非行 0 性非行 0
その他 2 2 その他 4 1 2 1 8

計 3 2 0 0 5 計 9 2 2 3 16

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等  2 2 交通事故等 4 1  1 6

体罰 2 1 3 体罰 3 3
性非行 0 性非行 0
その他 1 2 2 5 その他  3 2 5

計 3 2 3 2 10 計 7 4 2 1 14

年度 種別 戒告 減給 停職 免職 年度 種別 戒告 減給 停職 免職
交通事故等 1 2 3 交通事故等 5 1 1 2 9

体罰 0 体罰 1 1
性非行 0 性非行 0
その他 1 1 2 その他 1 1 2

計 2 2 0 1 5 計 7 1 2 2 12

区分

26

懲戒処分
計

区分 懲戒処分
計

24

区分 懲戒処分
計

25

懲戒処分
計

24

懲戒処分
計

26

区分 懲戒処分
計

区分

25

区分
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７ 指導が不適切な教員への対応

・「指導不適切教員」に対する新たな「指導改善研修」の運用開始

８ 教職員の多忙化解消に向けた取組（第２次多忙化解消アクションプラン）

・管理職に対するマネジメント研修の実施 １回（12月）

・校長会の代表者等による意見交換会の実施 ２回（７月、２月）

・教職員の「多忙化の軽減」及び「多忙感の緩和」に向けた数値目標の

設定

【成果】◇ 地域限定採用、特別支援学校教諭の採用について、一定の採

評 用数を確保できている。

◇ 県内大学との連携も継続しており、今後の人材育成に向け情

価 報共有がなされている。

◇ 教員評価制度に対する一層の理解が深まるとともに、評価者

の着実な能力向上を図ることができている。

◇ 県表彰制度について、対象年齢などの見直し行い、教職員の

やる気・資質向上につながっている。

◇ 多忙化解消に向けた取組が焦点化され、達成度も明確になり、

学校における「多忙化の軽減」及び「多忙感の緩和」が着実に

進んでいる。

【課題】◇ 地域の実態に応じた教員の確保、適正配置に向け、教員の需

給状況等を勘案した制度の見直しが必要である。

◇ 非違行為の根絶に向け、引き続き、管理職員に対する研修会

等において、注意喚起を行う必要がある。

今 ○ 今後の教育課題の解決に資する教員の確保、養成に向け、人事異動基

後 準の見直し、教員採用選考検査の改善等を検討していく。

の ○ 教員養成を行う県内大学との連携については、各大学の実状に応じた

対 連携の在り方を検討していく。

応 ○ 平成28年度からの制度改正に向け、現行の教員評価制度の改善等を検

討していく。

○ 服務規律の確保を図るために、研修などの機会を捉えて、教職員に対

して自覚を促すとともに、通知等により具体的な情報の発信を行う。

○ 最終退勤時刻を例示するなど、多忙化解消に向けた新たな取組を推進

していく。
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展 ② 教職員の健康管理等

開 ○ 教職員の健康診断等を適切に実施するほか、メンタルヘルス対策と

方 して、研修や相談体制を充実するとともに、長期療養者の職場復帰支

向 援及び再発防止に努める。

○ 職場における安全衛生管理を推進し、快適な職場環境の確保に努め

る。

１ 健康管理

執 労働安全衛生法及び学校保健安全法に基づき、健康診断等を実施

行 (1) 一般定期健康診断（人間ドック等を含む）

の 県立学校 6,098人、教育庁等 521人

状 (2) 特殊定期健康診断（ＶＤＴ検診、腰痛検診、Ｂ型肝炎検診、特定化

況 学物質検診、結核検診、深夜勤検診、潜水員検診）

県立学校 337人、教育庁等 13人

(3) 指定年齢者人間ドック

35歳、40歳、45歳、50歳、55歳の希望者 2,820人

２ メンタルヘルス

管理職向けのラインケアや教職員自身のセルフケアに関する研修のほ

か、相談事業等を実施

(1) 研修等

・メンタルヘルス研修

管理職対象 ２回 192人、中堅教職員対象 １回 39人

新任教頭対象【公立学校共済組合と共催】 ２回 90人

・メンタルヘルス講座【公立学校共済組合と共催】

新任管理職対象 ４回 267人、新任者教員対象 ６回 373人

・メンタルヘルスセミナー【公立学校共済組合と共催】

全教職員対象 ５回 85人

・カウンセリング技法研修【公立学校共済組合と共催】

全教職員対象 ２回 87人

(2) 管理職等への精神科医、臨床心理士による相談

精神科医 延べ33件、臨床心理士 延べ26件

(3) メンタルヘルス検討会

職場復帰支援等について、精神科医等専門家と検討

(4) 試し出勤と職場復帰支援プラン

長期療養者の円滑な職場復帰を支援

試し出勤 ９人

(5) 周知・啓発【公立学校共済組合と共催】

メンタルヘルスに関するリーフレッ

ト、相談窓口を掲載したクリアファイ

ル・ポスターを教職員・所属に配付 【教職員へ配付したリーフレット等】
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３ 労働安全衛生

労働安全衛生法に基づき、安全衛生管理体制を整備

(1) 副安全衛生管理者研修会

県立学校管理職対象 １回 106人、教育庁等管理職対象 １回 17人

(2) 学校総括安全衛生委員会

県立学校職員の安全と健康確保に関する事項を調査審議 ３回

(3) 県立学校の安全衛生委員会

平成26年度から毎月１回以上開催するよう規定を改正

(4) 県立学校教職員を対象とした「労安メモ」発行

安全衛生等に関する情報提供 毎月１回

４ 公務災害補償

(1) 周知・啓発

新任職員への公務災害防止啓発物配付、広報紙及び研修会での啓発

(2) 進達・認定

区 分 公務災害 通勤災害 合 計

進 達 数 167件 ８件 175件

認定数 公務上・通勤該当 160件 ５件 165件

公務外・通勤非該当 ３件 １件 ４件

【成果】◇ 法令に基づく健康診断のほか、必要な職員に対して健康相談

評 を実施し教職員の健康管理を適切に行った。

◇ 管理職を対象とした研修の実施や相談窓口の設置、メンタル

価 ヘルス対策事業の周知・活用を進めたことにより、管理職のメ

ンタルヘルスに関する意識が高まった。

◇ 安全衛生委員会の開催回数増加や「労安メモ」による情報提

供により、県立学校における安全衛生対策が進んだ。

【課題】◇ 依然として精神疾患による長期療養者数が高い水準にあるこ

とから引き続きメンタルヘルス対策を推進する必要がある。

〈公立学校教職員の休暇等の状況〉

H22 H23 H24 H25 H26

長期病気休暇者(１月超)・休職者(人) 466 429 430 428 439

うち精神疾患による者 211 190 183 190 189

今 ○ 健康診断や健康相談等を適切に実施し、教職員の健康の保持・増進を

後 図る。

の ○ メンタルヘルスに関する研修等や精神科医等による相談を実施すると

対 ともに、長期療養者の試し出勤や職場復帰支援プランの実施を支援する

応 など、メンタルヘルス不調への早期対応と再発防止を図る。

○ 安全衛生に関する研修会の開催や「労安メモ」による啓発等により職

場における安全衛生管理を推進する。
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評 価
５ 教育機会の均等の確保

A

目指すもの

経済的な事情にかかわらず子どもたちが安心して学び続けていける環境

の構築を図ります。

〔ここに注目！！〕

・県奨学金の返還猶予制度がスタート

展 ① 学校における相談体制の確保

開 ○ 高等学校において、経済的困難を抱える生徒・保護者に対して、教

方 育費等に関する相談にきめ細かく対応する。

向 ② 奨学金制度等の活用

○ 高等学校奨学金などの積極的な情報提供に努めるとともに、返還猶

予制度の周知に努める。

③ 高等学校等就学支援金制度等の適切な運用

○ 就学支援金及び奨学のための給付金を適切に運用するため、制度の

周知を丁寧に行い申請についてきめ細かな対応に努める。

１ 奨学金

執 ・高校奨学金の利用者で返還時に低所得世帯である者について、平成26

行 年４月以降の返還分から、返還の猶予ができるようにした。

の ・「奨学金ガイド」や「新潟県奨学金奨学生募集案内」を各学校へ配付

状 したほか、県ホームページに「奨学金ガイド」を掲載するなど広く奨

況 学金制度の周知を図った。

<奨学金の貸与状況> （平成27年３月31日時点）

新規貸与 継続貸与

ア 高 校 奨 学 金 187人 407人

イ 大 学 奨 学 金 44人 121人

ウ 専 修 学 校 奨 学 金 30人 33人

エ 定時制通信制修学奨励金 ０人 ５人

オ 進 路 変 更 緊 急 奨 学 金 ６人 ９人

カ 海 外 大 学 奨 学 金 ２人 －
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２ 就学支援金・奨学のための給付金

・高校入学前の制度周知のため、中学校の進路指導担当教員や中学３年

生の保護者に対しリーフレットを配付した。

・申請漏れ防止を図るため、すべての生徒に申請書又は意向確認書の提

出を求めた。

・新聞等での広報による制度の再周知や受付期間の延長を行い、申請機

会の確保を図った。

【成果】◇ 奨学金の返還猶予制度の利用実績は13人となった。

評 ◇ 就学支援金における申請書又は意向確認書の提出率は99.9％

となった。

価 ◇ 奨学のための給付金は受付期間の延長により申請者数が266人

増加した。（全申請者数の21.0％）

◇ 県立高等学校においては、経済的理由による中途退学者はい

なかった。

【課題】◇ 奨学金返還猶予制度を含め、県の奨学金制度について広く周

知する必要がある。

◇ 海外大学奨学金の募集開始時期の早期化(前倒し)と募集期間

の拡大

◇ 就学支援金・奨学のための給付金について、不知や誤認によ

る未申請や誤提出をなくし、対象者が適切に申請できるよう努

める必要がある。

今 ○ 生活困窮により返還が困難となっている者が、返還猶予制度を有効に

後 活用できるよう、広く周知を行い、適正な制度の運用に努める。

の

対 ○ 海外大学への進学を希望する者が奨学金制度の利用について、検討期

応 間を十分に確保するため、募集開始時期を早めるとともに、募集期間の

拡大を図る。

○ 就学支援金・奨学のための給付金については、引き続き、中学校の進

路指導担当教員や中学３年生の保護者にリーフレットを配付し、高校入

学前からの制度の周知を図る。
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一定の所得未満の世帯の高校生等を対象に、授業料を支援する制度

○ 支給対象
平成26年4月1日以降に入学した高校生等で、保護者等の市町村民税所得割額の合計

が304,200円未満の世帯の生徒

１．高等学校等就学支援金

○ 支給額（公立）

就学支援金は、生徒本人や保護者が直接受け取らない

２．奨学のための給付金

高校生等のいる市町村民税非課税の世帯を対象に、授業料以外の教育費を支援する制度

・保護者の市町村民税所得割が０円（非課税）であること
・保護者が新潟県内に在住していること
・高校生等が就学支援金を受給していること

対象世帯 課程 国公立 私立

生活保護受給世帯

通信制以外 32,300円 52,600円

通信制 対象外 対象外

市町村民税所得割が非課税である世帯
通信制以外 37,400円 38,000円

通信制 27,800円 28,900円

市町村民税所得割が非課税である世帯で、
７月１日現在、23歳未満の扶養されている
兄・姉がいる高校生等のいる世帯

通信制以外 129,700円 138,000円

通信制 36,500円 38,100円

※上記の対象世帯や支給額は平成26年度の内容

全日制の場合 118,800円（年額）

○ 支給方法
生徒（保護者）が学校へ申請し、学校が生徒本人に代わって受け取り、授業料に充

当する。

返済不要

○ 支給対象

○ 支給額（生徒一人あたりの年額）

※私立学校の場合は、世帯の所得に応じて支給額が変わる。

返済不要

○ 支給方法
保護者が学校へ申請し、保護者の口座へ振り込まれる。


